
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災の津波で犠牲になった宮城県石

巻市立大川小学校の児童の遺族が市と県に損害

賠償を求めた訴訟は２０１９年１０月１０日、

最高裁は市と県の上告を退ける決定し、市と県

に約１４億３６００万円の支払いを命じた高裁

判決が確定した。高裁判決では同小の校長らに

は児童の安全確保のためより高いレベルの防災

知識と経験が求められると指摘。大川小学校は

津波の浸水想定区域外だったが、校長らが立地

などを詳細に検討すれば被害は予見できた。そ

の上で危機管理マニュアルを改訂する義務を怠

った、市教委もマニュアルの不備を是正する指

導を怠ったと判決を下した。 

津波被害で７４人の児童と１０人の教職員が

犠牲になった宮城県石巻市立大川小学校 

 
災害時の避難誘導の際、経験が役に立つ！ 

 

大川小学校判例 

東京支部は３点を訴える！ 

私たちの仕事は 
いのちに直結する仕事である！ 

１、その線区に熟知した社員の配置！ 
いのちに直結する仕事である以上、より高い知識と経験が求められる！ 

２、鉄道敷地内からの避難口の再点検！ 
いざというとき鉄道敷地内からすぐに出れる扉に変えるべき！ 

３、全社員にタブレットを利用した教育の実施！ 
アンケートでは３人に２人が会社のアプリ（JR 東避難ナビ 2）の使い方の

説明を受けていない現実！ 


